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平成２３年１１月１７日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官

平成２３年（行コ）第１５０号 不当労働行為救済命令取消請求控訴事件（原審・東京地

方裁判所平成２１年（行ウ）第１０２号）

（口頭弁論終結日 平成２３年９月１５日）

判 決

控訴人 京都農業協同組合

被控訴人 国

処分行政庁 中央労働委員会

被控訴人補助参加人 京都農業協同組合労働組合

被控訴人補助参加人 京都府農業協同組合労働組合連合会

主 文

１ 本件控訴を棄却する。

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。

事実及び理由

第１ 控訴の趣旨

１ 原判決を取り消す。

２ 中央労働委員会が中労委平成１９年（不再）第２３号事件について平成２０年１２

月２４日付けでした不当労働行為救済命令を取り消す。

３ 訴訟費用は，第１，２審とも，被控訴人の負担とし，補助参加によって生じた費用

は被控訴人補助参加人らの負担とする。

第２ 事案の概要

１ 京都府労働委員会（京都府労委）は，被控訴人補助参加人ら（補助参加人ら）が申

し立てた補助参加人らと控訴人との間の不当労働行為救済申立事件について，①控訴

人に合併する前の京都丹後農業協同組合（丹後農協）と被控訴人補助参加人京都農業

協同組合労働組合（当時の名称は，京都丹後農業協同組合労働組合。補助参加人労

組）との間の団体交渉における丹後農協の対応は，労働組合法７条２号に該当する不

当労働行為であり，②丹後農協の人事部長その他の管理職らが行った丹後農協職員会

の結成と同職員会への加入勧奨，控訴人の会長であったＹ１（Ｙ１会長）の職員説明

会等における補助参加人労組を非難するなどの言動，丹後農協及び控訴人の管理職ら

の労組員に対する労働組合からの脱退慫慂等の言動，控訴人が補助参加人労組を労働

組合事務所から退去させたことは，いずれも労働組合法７条３号に該当する不当労働

行為であるとして，原判決別紙１のとおりの本件初審命令をしたところ，控訴人が，

本件初審命令を不服として，中央労働委員会（中労委）に対し，再審査の申立てをし，

中労委は，同申立てを棄却する命令（本件命令）をした。

本件は，控訴人が本件命令を不服としてその取消しを求めた事案である。

原審は，中労委の本件命令における認定判断は相当であり，これを取り消すべき事

由はなく，認定判断された控訴人（合併前の丹後農協を含む。）の不当労働行為に対

する救済方法として原判決別紙１の内容の命令を発したことも，不当労働行為の内容

に照らして相当であるから，控訴人の請求は理由がないとして棄却したので，控訴人

がこれを不服として控訴した。
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２ 前提事実，争点，争点に関する当事者の主張は，次のとおり付加するほか，原判決

の「事実及び理由」第２の２及び３並びに第３に記載のとおりであるから，これを引

用する。

（当審における控訴人の主張）

⑴ 争点１（本件臨時組合大会の前後における補助参加人労組の同一性）について

補助参加人労組の執行委員長Ｘ１は，補助参加人労連のＸ２（Ｘ２）の強い誘導

の下に本件臨時組合大会（平成１７年４月２３日に開催された原判決７頁１７行目

に規定する組合大会）を開催することになったため，労組員名簿等をチェックする

こともなく形式的にＸ３にだけ口頭で連絡して招集したものにすぎず（甲５，６），

その招集手続は極めて杜撰なものであって有効とはいえない。本件組合員大会に参

加した労組員は，旧労組から新労組への組織変更を承認していない（甲７から１

１）し，財産管理面でも基本的な継続性がない。また，本件臨時組合大会後の補助

参加人労組には労働組合と評価できるような活動実態はない。

⑵ 争点２（補助参加人労組は，本件組合員大会における解散決議により解散した

か）について

本件組合員大会（平成１８年１０月２８日に開催された原判決１０頁１１行目に

規定する組合大会）は，都合のよいごく少数の組合員だけに呼び掛けて開催された

本件臨時組合大会に対抗し，その時点で組合に残っていた組合員が組合財産の平等

な分配を期して各人の判断で自主的に開催したものであり，決議方法も公正な手続

で決議がされているから，解散決議は有効である。

⑶ 争点３（丹後農協が行った①平成１７年２月１日から同年３月２４日までの団交

における本件合併関連事項に関する対応及び②本件団交における丹後農協職員会事

項に関する対応は，不当労働行為（労働組合法７条２号）に当たるか）について

本件合併は丹後農協の破綻回避のための実質救済合併であり，補助参加人労組に

開示できる情報には著しい制限があったが，丹後農協は，このような特殊な状況下

においても，必要と考えられる範囲の情報を適切に開示して説明し，本件団交に誠

実に対応していた。また，当時の旧労組については，情宣活動上の配慮が全く期待

できなかったことにも留意されるべきである。

⑷ 争点４（Ｙ２人事部長及びその他の管理職らが行った丹後農協職員会の結成，丹

後農協職員会への加入勧奨及び労組ニュースに関する言動は，不当労働行為（労働

組合法７条３号）に当たるか）について

Ｙ２人事部長の行為は，個人的な動機に基づく全くの個人的な行為である。その

他の管理職についても，補助参加人労組からの脱退を指示したり，丹後農協職員会

への加入勧奨をしたりした事実は存在しない（甲１２ないし１７）。

⑸ 争点５（Ｙ１会長の3.21職員説明会等における言動は，不当労働行為（労働組合

法７条３号）に当たるか）について

3.21職員説明会等におけるＹ１会長の発言の録音テープ及びその反訳書（乙Ａ７

８，７９）は，真偽が検討されていない上，内容に信用性がない。仮にこれらの発

言がされていたとしても，その言動は不当労働行為に該当しない。

⑹ 争点６（丹後農協共済部長が行った補助参加人労組の役員３名の人事異動の内示
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に関する言動，本件合併の前後における丹後農協及び控訴人の管理職らの言動は，

不当労働行為（労働組合法７条３号）に当たるか）について

Ｙ１会長とＸ４との会話は，Ｘ４の置かれている状況をありのままに話し合った

ものであり，労組からの脱退を慫慂したものではない。配属先の内示につき後回し

になった４名のうち３名が労組員であったことも，旧労組員が１７７名いたことか

らすれば何ら不自然ではない。

⑺ 争点７（控訴人が本件労組事務所の代替施設を補助参加人労組に貸与しないこと

は，不当労働行為（労働組合法７条３号）に当たるか）について

丹後農協と旧労組との間に代替施設の提供に関する合意や使用貸借契約は存在し

なかったが，仮にこれがあったとしても，本件臨時組合大会の前後において補助参

加人労組の同一性が存在しないから，控訴人が本件労組事務所を貸与すべき義務は

なく，本件労組事務所の貸与問題について支配介入該当性は認められない。

（当審における補助参加人らの主張）

平成２２年１月１３日のＸ１とＹ１会長らとの面談内容の録音ＣＤ（甲５）及びそ

の反訳書（甲６）は，Ｘ１の人格権を反社会的な方法で著しく侵害するものであり，

また時機に後れた攻撃防御方法であるから，証拠能力は認められず，証拠から排除す

べきである。

第３ 当裁判所の判断

１ 当裁判所も，控訴人の請求は理由がないから，これを棄却すべきものと判断する。

その理由は，原判決４２頁１４行目の「乙Ａｌ０」を「乙Ａｌｌの１・２」に，同１

１１頁１３行目の「本件命令」を「本件初審命令」にそれぞれ改め，次のとおり付加

するほか，原判決の理由説示（「事実及び理由」第４）のとおりであるから，これを

引用する。

（当審における控訴人の主張に対する判断）

⑴ 争点１（本件臨時組合大会の前後における補助参加人労組の同一性）について

控訴人は，補助参加人労連のＸ２の強い誘導の下にＸ１が本件臨時組合大会を開

催することになったため，Ｘ１は労組員名簿等をチェックすることもなく形式的に

Ｘ３にだけ口頭で連絡して招集したにすぎず，その招集手続が極めて杜撰なもので

あって有効とはいえないと主張する。

控訴人は，上記主張の根拠として，Ｘ１とＹ１会長らとの面談の録音ＣＤ（甲

５）及びその反訳書（甲６）を提出しているところ，補助参加人らは，これらの書

証について，Ｘ１の人格権を反社会的な方法で著しく侵害するものであり，また時

機に後れた攻撃防御方法であるとして，証拠排除を求めている。しかし，Ｙ１とＸ

１との会話の内容は，Ｘ１の人格権を反社会的な方法で著しく侵害するものとまで

はいえず，また，時機に後れた攻撃防御方法であるということもできないから，証

拠排除を求める補助参加人らの上記主張は理由がない。

そこで，控訴人の上記主張についてみるに，上記録音ＣＤ（甲５）及びその反訳

書（甲６）によれば，Ｙ１会長とＸ１との面談が行われたのは本件訴訟が第一審に

係属中の平成２２年１月１３日であり，控訴人のＹ１会長は，従業員のＸ１に対し，

「本件臨時組合大会は補助参加人労連のＸ２の強い誘導の下に行われたのだろ
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う。」などと何度も誘導による質問をしているが，その中でも，Ｘ１は，「Ｘ２さ

んの指導は受けたが，最終的には私（Ｘ１）の判断で総会もやりました。引継きも

私の責任でちゃんとできたと思っております。」と述べており，全体としては，Ｘ

１が自己の判断で本件臨時組合大会の招集を決断したことがうかがわれるのであっ

て，上記甲第５，第６号証が本件臨時組合大会が補助参加人労連のＸ２の強い誘導

の下に開催されたことを裏付けるものということはできない。そして，原判決が認

定したとおり，補助参加人労組は，平成１７年４月１７日ころ，Ｘ１，Ｘ５，Ｘ２

らによる会議において，同月２３日に臨時組合大会を開催することを決定した上，

補助参加人労組が3.21職員説明会直後から脱退する労組員が急増し始め，支部組織

のみならず執行部までもが壊滅的状況になり，具体的な労組員数を確定することが

できない状況下において，補助参加人労組に確実に残っていると判断される者を可

能な限り特定し，その全員に対して本件臨時組合大会の招集通知を行ったものであ

って，上記Ｘ１らによる招集対象者の特定方法及び招集方法は，補助参加人労組が

壊滅状態となり，その労組員を特定できないという状況下においては，やむを得な

いものであったというべきであるから，控訴人の上記主張は理由がない。

控訴人は，本件組合員大会に参加した労組員は，旧労組から新労組への組織変更

を承認していないし，財産管理面でも基本的な継続性がないとも主張するが，原判

決が認定したとおり，本件組合員大会に招集された者は，平成１７年４月２３日の

本件臨時組合大会後，組合員としての活動をしておらず，平成１８年１０月２８日

の本件組合員大会までの約１年半の間，本件臨時組合大会について何ら異議を申し

立てていない。控訴人は本件組合員大会に出席した者の陳述書（甲７ないし１１）

を提出しているが，そのうち，Ｘ６は本件臨時組合大会以前に既に脱退届を提出し

て補助参加人労組を正式に脱退しており，Ｘ７ほか３名の者も，補助参加人労組が

本件合併により自然消滅したものと考え，ただ組合財産の分配を目的として本件組

合員大会に出席したというのであり，本件合併以後労組員としての活動をしておら

ず，本件臨時組合大会に異議を申し立てることもしていなかったものである。この

ような事実関係に基づいて判断すると，本件組合員大会に参加した労組員は，労組

員として実質的に行動する意思を有していなかったものというべきである。また，

本件において，財産管理面で本件臨時組合大会の前後における補助参加人労組の同

一性を否定すべき事情があるとも認め難い。

次に，控訴人は，本件臨時組合大会後の補助参加人労組には労働組合と評価でき

るような活動実態がなく，本件臨時組合大会の前後を通じて補助参加人労組に同一

性がないと主張する。

しかし，補助参加人労組は，上記のとおり壊滅的状況に追いやられ，組合活動に

制約が生じたり，従前の行動態様の変容を迫られたりする中で，原判決が認定した

とおり，数か月の間隔が空くこともあったとはいえ，月１回の定例会議を開くこと

とし，定期大会や臨時大会を開催して，活動方針の協議，役員選挙等を実施し，大

会の開催に要する費用等の最低限の必要経費を，当該大会に参加した労組員がその

都度納入する組合費によって支弁するという方法によってその実情に応じた会計上

の管理運営を行い，機関紙である労組ニュースを発行し，対外活動にも継続して取
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り組み，控訴人の職員を対象としたアンケートを実施し，控訴人に対して労働条件

の改善，誠実な団体交渉等を要求して団交申入れを行うなど，労働組合として当時

の状況に見合った活動を行っていたものであるから，控訴人の上記主張も理由がな

い。

⑵ 争点２（補助参加人労組は，本件組合員大会における解散決議により解散した

か）について

控訴人は，本件組合員大会は，その時点で組合に残っていた組合員が組合財産の

平等な分配を期して各人の判断で自主的に開催したものであり，決議方法も公正な

手続で決議がされているから，解散決議は有効であると主張する。

しかし，原判決が認定したとおり，本件組合員大会は，本件合併及び本件臨時組

合大会以前に補助参加人労組を脱退したＸ８及びＸ９が主導して招集されたもので

あって，組合員でない者によって招集されたばかりか，本件組合員大会は，補助参

加人労組の解散及び清算という最重要の議案に係るものであったにもかかわらず，

Ｘ８は，その招集に際し，補助参加人労組の執行委員長として公然と活動していた

Ｘ５に対する招集通知をせず，意図的に除外していたものであって，その招集手続

には重大な瑕疵があるといわざるを得ない。

また，前記⑴のとおり，本件組合員大会に招集された者は，控訴人が陳述書（甲

７ないし１１）を提出した者も含め，本件臨時組合大会後本件組合員大会までの約

１年半の間，組合員としての活動をしておらず，労組員として実質的に行動する意

思を有していなかったものというべきであるから，この点でも，本件組合員大会に

おける決議が有効であるということはできない。

⑶ 争点３（丹後農協が行った①平成１７年２月１日から同年３月２４日までの団交

における本件合併関連事項に関する対応及び②本件団交における丹後農協職員会事

項に関する対応は，不当労働行為（労働組合法７条２号）に当たるか）について

控訴人は，本件合併は丹後農協の破綻回避のための実質救済合併であり，補助参

加人労組に開示できる情報には著しい制限があったが，丹後農協は，このような特

殊な状況下においても，必要と考えられる範囲の情報を適切に開示して説明し，本

件団交に誠実に対応していたと主張する。

しかし，控訴人の上記団交における本件合併関連事項に関する対応については，

原判決が認定したとおり，丹後農協は，平成１６年１２月１０日に合併前京都農協

と合併予備契約書を締結し，その後，平成１７年１月２４日の臨時総代会で本件合

併が正式に承認されるなどしたのに，その後の団交においても，合併前京都農協と

交渉ないし確認中であるなどとして，具体的な説明を行わず，補助参加人労組から

の書面による質問や要求についても，職員説明会における説明以上の説明はしない

という態度に終始したのであるから，団交に誠実に応じたということはできない。

丹後農協は，金融機関としての性格をも有しており，補助参加人労組に対して開示

できる情報に一定の制約があったことはうかがえるが，本件合併に伴い，丹後農協

の職員の雇用関係や労働条件に影響が及ぶことからみて，補助参加人労組と誠実に

交渉すべき義務を負っていたものであって，本件合併の正式な承認の前のみならず，

同承認の後においても職員説明会における説明を優先して補助参加人労組を無視す
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る姿勢を示していたことについて正当な理由があったものと認めることはできない。

また，控訴人は，当時の旧労組については，情宣活動上の配慮が全く期待できな

かったとも主張するが，職員説明会において職員に対する説明を予定していた段階

や本件合併の正式決定後においてはある程度説明できる事項があったと考えられる

にもかかわらず，これについても具体的な説明を一切しなかったのであるから，補

助参加人労組に対して情報提供ないし説明をしなかったことを正当化できないこと

は，原判決の説示のとおりである。

⑷ 争点４（Ｙ２人事部長及びその他の管理職らが行った丹後農協職員会の結成，丹

後農協職員会への加入勧奨及び労組ニュースに関する言動は，不当労働行為（労働

組合法７条３号）に当たるか）について

控訴人は，Ｙ２人事部長の行為は個人的な動機に基づく全くの個人的な行為であ

り，その他の管理職についても，補助参加人労組からの脱退を指示したり，丹後農

協職員会への加入勧奨をしたりした事実は存在しない（甲１２ないし１７）と主張

する。

しかし，原判決が認定したとおり，丹後農協は，本件合併に関連して必要となる

丹後農協職員の労働条件等の調整を円滑に行うため，補助参加人労組の対抗勢力と

して，丹後農協職員会を結成しようとしたものであって，Ｙ２人事部長は，丹後農

協の管理職らを順次集めて丹後農協職員会の組織化を指示し，この指示を受けた管

理職らは，丹後農協の職員に対し，「加入しないと人事考課に影響するかもしれな

い」などと説明したり，３６協定を締結するために労働者の過半数に加入してもら

う必要があるなどと発言をして，丹後農協職員会への加入を勧奨し，丹後農協の職

場で加入申込書が回覧されるなどしたことからみて，Ｙ２人事部長は，その地位に

基づく指示として，丹後農協の管理職らに対し，丹後農協職員会の組織化に向けた

行動を行うことを命じたものと認められ，このことがＹ２人事部長の個人的な行為

であったということはできない。また，丹後農協の管理職らは，上記指示に基づく

行動として，上記加入勧奨行為を行ったものであるから，この点に関する控訴人の

上記主張も理由がない。

⑸ 争点５（Ｙ１会長の3.21職員説明会等における言動は，不当労働行為（労働組合

法７条３号）に当たるか）について

控訴人は，3.21職員説明会等におけるＹ１会長の発言の録音テープ及びその反訳

書（乙Ａ７８，７９）は，真偽が検討されていない上，内容に信用性がなく，仮に

これらの発言がされていたとしても，その言動は不当労働行為に該当しないと主張

する。

しかし，上記録音テープ及びその反訳書からは原判決認定のＹ１会長の発言があ

ったことが認められ，3.21職員説明会等におけるＹ１会長の発言が不当労働行為に

該当することも原判決の説示のとおりである。控訴人は，Ｙ１会長が「労組の役職

をするのはかまわない。」と組合活動を認める発言をしており，組合嫌悪の意思は

なかったとも主張するが，原判決が認定したとおり，3.21職員説明会等におけるＹ

１会長の一連の発言からは，補助参加人労組が団交において労働条件等について交

渉しようとしたこと自体を批判していること等が認められることに照らし，控訴人
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の上記主張も理由がない。

⑹ 争点６（丹後農協共済部長が行った補助参加人労組の役員３名の人事異動の内示

に関する言動，本件合併の前後における丹後農協及び控訴人の管理職らの言動は，

不当労働行為（労働組合法７条３号）に当たるか）について

控訴人は，Ｙ１会長とＸ４との会話は，Ｘ４の置かれている状況をありのままに

話し合ったものであり，労組からの脱退を慫慂したものではないと主張する。

しかし，合併前京都農協の会長であるＹ１会長がＸ４に対し，労組員であること

と関連させてＸ４の受入先がないことを示すとともに，希望がかなわずに遠隔地に

就業せざるを得なくなる可能性を示唆しつつ，組合活動を牽制し，補助参加人労組

を辞めることに言及していることは，原判決の説示のとおりであるから，控訴人の

上記主張を採用することはできない。

控訴人は，配属先の内示につき後回しになった４名のうち３名が労組員であった

ことも，旧労組員が１７７名いたことからすれば何ら不自然ではないと主張する。

しかし，控訴人は，丹後農協共済部長が１００名以上の職員の前で殊更に４名の

名前を挙げて人事異動の内示を留保するという異例の行動をとった理由を明らかに

しておらず，しかもその翌日にはＸ１，Ｘ４及びＸ５に対する内示が行われたこと

は原判決が認定したとおりであるから，丹後農協共済部長の補助参加人労組の役員

３名の人事異動の内示に関する言動は，労組員に対して補助参加人労組に属するこ

とに不安を与えるという意図で行われたといえるものであって，控訴人の上記主張

も理由がない。

⑺ 争点７（控訴人が本件労組事務所の代替施設を補助参加人労組に貸与しないこと

は，不当労働行為（労働組合法７条３号）に当たるか）について

控訴人は，丹後農協と旧労組との間に代替施設の提供に関する合意や使用貸借契

約は存在しないが，仮にこれがあったとしても，本件臨時組合大会の前後において

補助参加人労組の同一性が存在しないから，控訴人が本件労組事務所を貸与すべき

義務はなく，本件労組事務所の貸与問題について支配介入該当性は認められないと

主張する。

しかし，丹後農協と補助参加人労組が，平成１７年３月２４日の団交において，

丹後農協が本件労組事務所に代わる組合事務所用の施設を提供することを条件とし

て補助参加人労組が本件労組事務所の移転に応じる旨の合意をしたことは原判決の

認定したとおりであり，また，本件臨時組合大会の前後において補助参加人労組の

同一性があると認められることは，争点１に対する判断のとおりであるから，控訴

人が本件労組事務所を貸与すべき義務を負わないとの控訴人の上記主張はその前提

を欠くものである。

そして，控訴人は，本件合併により，補助参加人労組に対して本件労組事務所の

代替施設を提供すべき丹後農協の義務を承継しているにもかかわらず，補助参加人

労組の組合活動に支障が生じることを認識しつつ代替施設を提供しなかったものと

認めるのが相当であることも，原判決の説示したとおりであるから，控訴人の上記

主張も理由がない。

２ よって，当裁判所の上記判断と同旨の原判決は相当であり，本件控訴は理由がない
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から棄却することとして，主文のとおり判決する。

東京高等裁判所第１０民事部


